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「勝脱がん、喉頭がん及び肺がんと放射線被ばくに関する医学的知見についてj と

これに基づいた労災補償の考え方について

標記について、福島労働局長、静間労働局長及び福岡労働局長からりん伺があり、

当該事案の検討に当たり、疫学調査報告を分析・検討した結果、現時点の医学的知

見が別添1、jjlj添2及び別添3のとおり取りまとめられた。

今後、放射線業務従事者から標記疾病に係る労災請求があった場合、当面、これ

らの医学的知見に基づいた下記の考え方により、業務上外の検討を行うこととする

のでご了知願いたい。

なお、標記疾病について、昭和 51年 11月8日付け墓発第81 0号に基づき本

省にりん伺することとする取扱いに変更はないので申し添える。

言己

電離放射線業務に従事した労働者に発症した務脱がん、喉頭がん及び肺がんの業

務上外については、当面、個別事案ごとに以下の3頃目を総合的に検討する。

( 1 ）被ばく線量

跨脱がん・喉頭がん・肺がんは、被ばく線量が 100ミリシーベノレト（皿Sv)

以上から放射線被ばくとがん発症との関連がうかがわれ、被ばく線量の増加

とともに、がん発症との関連が強まること。

( 2 ）潜伏期開

放射線被ばくからがん発症までの期間が、少なくとも 5年以上であること。

( 3 ）リスクファクター

放射線被ばく以外の要因についても考慮する必要があること。
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勝脱がんと放射線被lまくに関する医学的知見について

第1 1虜脱がんに関する原子放射線の影響に関する国連科学委員会報告書及び最近

の文献レビュー結果

放射線被ばくによる勝脱がんについては、これまで種々の医学文献が存在し、

原子放射線の影響に関する国連科学委員会（側SCEAR）が、これらの医学文献を

部位別に広範なレビューを行い、その結果を2006年報告書に記載している。

「電際放射線障害の業務上外に関する検討会Iでは、その内容を妥当と判断

した。さらに、同報告書には含まれていない最近の医学文献のレビ、ューを行っ

た。

1 UNSCEAR2006年報告書における勝脱がんの要約

UNSCEAR2006年報告書附属書Aでは、原爆被爆者の調査の結果から、線量が増

加すると勝脱がんが増える傾向を認めている。高線量の放射線療法を受けた患

者に関するデータも、放射線被ばくと勝目先がんのリスクの関係があるとしてい

る。

しかしながら、放射線作業者の研究では、被ばく線量が低く統計学的検出力

が十分ではないため、放射線被ばくによって勝目先がんが増えるというデータは

得られていない。

なお、問附属書Aには勝目光がんの要約の他、 2006年までのデータが一覧表と

してまとめられており、放射線被ぱくの研究による勝脱がん権忠と死亡のリス

ク推定値に関する表が掲載されている。

2 勝目光がんに関する最近の文献のレピ、ユー

米国国立医学図書館（NationalLibrary of Medicine）が運営する文献検索

シ ステム PubMed を用い、放射線誘発がん（ Neoplasms, Radia-

tion Induced[MeSH］）、勝目光腫療（UrinaryBladder Neoplasms [MeSH] ）、疫学

(epidemiology）、二次性・続発性（secondary）との用語を使用し、以下の条

件

( (("Neoplasms, Radiation Induced I epidemiology" [Mesh] OR "Neoplasms, 

Radition-Induced / secondary" [Mesh]))) AND "Urinary Bladder Neoー

plasms"[Mesh] 

を用いて、 2006年以降の文献を平成26年5月に検索した。

上記検索によって抽出された文献の中から、特定の論文に対する論評記事を

除外し、さらに原爆被爆者に関するLSS調査の文献を追加してレビューした。

放射線被ばくと勝脱がんに関する疫学調査は、

①原爆被爆者を対象とした疫学調査



② 方崩す線診療を受けた患者を対象とした調査

に大別される。

上記文献の概要を以下に示す。なお、今回レビ、ューした跨脱がんに関する文

献一覧を別添1に、各文献の概要を別添2に示す。

(1) 原爆被爆者を対象とした疫学識査

文献 No.1 原爆被爆者の寿命調査における尿路上皮がんへの放射線と生活

習慣因子の影響（Grantら， 2012)

LSS集団の 105,402人について 1958年から 2001年まで追跡するととも

に、喫煙、果物・野菜の摂取、飲酒など生活習慣等に関する調査を 63,827

人に実施した。尿路上皮がん（注！）の発症リスクの推定値は、過剰相対リ

スク（ERR/Gyw＜注2））が 1.00 (95jにI:0. 43-1. 78）で、あった。同リスクは、

生活習慣等の因子の寄与を調整したうえで推計しても、ほとんど変わらな

かった。

（注1)ij華航、尿管、腎孟を含む尿路で最も高い頻度で発生するがん。

（注2)Gywとは、ガンマ線成分に中性子成分の 10倍を加えお線量。

文献No.2 原爆被爆者の死亡に関する研究第 14報。がん及び非がん疾

患の概要（Ozasaら， 2012)

LSS集団の 86,611人について 1950年から 2003年まで追跡した結果、

30歳で被ばくした者の 70歳における跨脱がん死亡リスクの推定値は、過

剰相対リスク（ERR/Gy）が 1.19 (95出er:0.21-2.65）、過剰j絶対リスク

(EAR/10＇人年／ Gy）が 1.2 (95出CI:0. 3 2. 4）であった（し、ずれも男女平

均）。なお、勝脱がんについては、線量区分ごとのリスクの解析は行われ

ていない。

(2) 放射線診療を受けた患者を対象とした調査

文献 No.3 限局性前立腺がんの治療としての外照射及びイメージガイド

下の密封小線源療法後の二次がんの発生（ZeI efskyら， 2012)

前立腺がんのために放射線治療を受けた患者 1,310人を追跡した結果、

照射里子内1融号（大腸、勝目光、その他）の二次がんの発生数は、米国の監視

疫学遠隔調査データ（「Surveillance, Epidemiology, and End Results 

Program」、以下同じ。）に基づく一般集団のがん発生期待数と有意差がな

かった。

文献No.4 子宮内膜がん治療後の二次がんに関する集団ベースの調査遺

伝子、環境及び治療の関係（Brownら， 2010) 



米国の監視疫学遠隔調査データに基づいて、子宮内膜がんの患者

69, 739人を追跡。放射線治療を受けた患者で、勝目光がんのリスクが有意

に高かった（観察数と期待数の比（O/E)=2. 03 99jにI: 1. 73-2. 37）。

発症時期との関係では、観察数と期待数の比（O/E）が照射後 1.67 (23 

～119か月）、 2.13 (120～239か月）、 2.77 (240か月以降）といずれの時期

でも上昇し、診断までの期間が長くなるほど、勝目光がんの発症リスクは増

力Eしていた。

なお、 30年間の勝目先がんの累積擢愚率は、放射線治療なしが 1.25弘、密

封小線源治療が 2.14＇目、外部 rn!fすが 2.71明、外部照射と密封小線源の組み

合わせが 3.48出であった。

文献 No.5 限局性前立腺がんに対する根治的前立腺摘除後及び外照射放

射線治療後の二次性悪性腫霧の率・ 17,845人の患者についての集団ベー

スの研究（Bhojaniら， 2010)

カナタゃケベック州の医療保険データベースを用い、恨治的前立腺摘件材育

（対象8,455人）あるいは外照射放射線治療はず象 9,390人）を受けた前

立腺がん患者について、原疾患の治療から 60か月（5年）以降に診断さ

れた二次がんを分析したところ、根治的前立腺摘除術群に対する外照射放

射線治療群のハザ←ド比は 1.5 (p=O. 01）て、あった。治療後 120か月（10

年）以降の勝目光がんに限定した場合、ハザード比は2.0だが、有意とは判

断できなかった（pニ0.1）。

文献No.6 前立腺がんに対する放射線治療後の勝目光がん板治的勝目先嫡除

術後の疫学的検討 (Bostromら， 2008)

前立腺がんの治療後、勝脱がんを発症し根治的勝脱摘！徐術を受けた患者

のうち、前立腺がんへの放射線治療歴のある者34人、放射線治療歴のな

い者316人を比較した結果、放射線治療歴のある者は、ない者に比べて生

存率が低かった。放射線治療から勝目光がんの診断までの期間は平均5年

（中央値4.8年）で、あったが、前立腺がんの治療前に、低異型度で非浸潤

性の勝目光がんを発症していた症例も含まれていた。

文献 No.7 前立腺がんの放射線治療後の二次がんのリスク（MO11 erらτ

2007) 

前立腺がんのために放射線治療を受けた患者における二次がんについ

て、 1980年代半ば以降の文献を調査。

米国の監視疫学遠隔調査データを解析した文献では、 4文献のうち3文

献で勝目光がんのリスクが有意に増加していた。このうちの一つの論文にお

3 



いて、放射線治療を受けた者と外科治療を受けた者との比較によると、勝

脱がんの擢患の観察数と期待数の比（O/E）は照射から 5年以内が 1.0、5

～8年が 1.3、8年以降が 1.5で、あった。

文献 No.B 前立腺がんの密封小線源治療後の二次がん 15年間フォロー

アップ（Liauwら， 2006)

前立腺がんのために放射線治療を受けた患者348人（病巣部線量 144～

153Gy）を追跡し、米国の監視疫学遠隔調査データに基づく一般集団の跨

脱がん擢患患者と比較した観察数と期待数の比（O/E）は、全期間につい

て 2.34 (959にI:1. 26-3. 42）、治療から5年以降について 2.34 (95出er:

0. 95 3. 72）で、あったo治療から 5年以降に発生した 11例の跨脱がんに関

して、放射線治療から発症までの期間は、 6年0か月～15年8均三月であ

った。

文献No.9 前立腺がんに対する外照射療法後に生じた尿路上皮がん（症例

の報告） (Shahら， 2006)

勝目光がんと前立腺がんの両方の診断を受けた患者の診療録を調査した

結果、 125名中 11名において、前立腺がんに対する外部照射治療を受け

た後に、尿路上皮がん句寿脱がん）が新たに発生していた。

11例のうち4例は光子の外部照射のみを受けた患者（記録が得られた

1例について病巣部線量 75Gy）、 7例は光子の外部照射と陽子線の迫力日照

射を受けた患者（病巣部線量 68～80Gy）に発生。放射線治療終了後、尿

路上皮がんの診断までの期間は 0.5～8年であった（平均4.04年）。

第2 文献レピ、ユー結果のまとめ

1 被ぱく線量に関するまとめ

放射線被ばくと勝脱がんについて、山SCEAR2006年報告書においては、原爆

被爆者、放射線治療患者について、放射線被ばくと勝目ftがんのリスクとの間に

関係、があるとしているが、放射線作業者の研究では、被ばく線量が低く統計学

的検出力が十分でないため、放射線被ばくによって勝目光がんが増加するという

データはなく、勝目光がんの発症・死亡に関して統計的に有意な増加が認められ

る最小被ばく線量は記載されていない。

個別文献において、原爆被爆者の尿路上皮がん、勝目ftがんの発症に有意なリ

スクの増加が認められたもの（文献No.1、2）や方賜十線治療患者の勝脱がんの

二次がんの擢患率が高まるもの（文献No.4、7、8）がある。

これらの文献を含め、勝目光がんの発症・死亡が統計的に有意に増加する最小
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被ばく線量について記載されたものはない。

このことから、傍脱がんを含む全国形がんに関する角勃庁に着目して、リスク

が有意に増加する被ばく線量を確認することとする。

2 潜伏期間について

UNSCEAR2006年報告書には、勝目光がんの潜伏期間について特段の記載は見ら

れない

個別文献における潜L伏期間については、前立腺がんの放射線治療後から 5年

以降に勝目光がん発症の有意なリスクの増加を報告するもの（文献Nコ7）がある。

放射線治療後5年未満で勝目制まんじt発症が認められたとする報告（文献 No.

6' 9）もあるが、放射線治療以前に非浸潤性の勝目光がんを発症していた症例

が含まれている（文献 No.6）、前立腺がんと勝脱がんの同時症例を拾っただけ

で、照射野内からの発生かどうかわからない（文献No.9）など、欣射線照射と

勝脱がんとの因果関係に疑義があるため、潜伏期間に係る評価は困難である。

第3 全固形がんに関する UNSC臥R等の知見

放射線被ばくと全図形がんの関連については、原子放射線の影響に関する国

連科学委員会（凶SCEAR）や、 UNSCEAR等の種々の知見に基づいて占妙す線防護に

関する勧告を行っている国際J文射線防護委員会（ICRP）が系統的なレビューを

行っている。間SCEAR及び ICRPは、これらの結果を踏まえ、数年ごとに報告書

を取りまとめており、その報告内容が全国形がんの情報として最も重要である。

一方、国内では、食品安全委員会が行った食品中に含まれる放射性物質に係

る食品健康影響評価（2011年 10月。以下「食品安全委員会の評価結果Jとしづ。）

において、疫学調査の系統的なレビューが行われていることから、その結果も

参考となると考えられる。

これらを整理すると以下のとおりとなる。

1 全国形がんの有意なリスク増加が認められる最小被ぱく線量

問SCEARは、 2006年に放射線発がんの疫学に関する報告書をまとめるととも

に、 2010年には低線量放射線の健康影響に関して、それまでの報告書の内容を

要約したものを発表している。これによれば、固形がんについて「100から 200mGy

以上において、統計的に有意なリスクの上昇が観察される。 j と述べている。

lOOmSv未満の被ばくによるがんのリスクの増加については、 ICRPが、 2007

年勧告で「がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法は、およそ lOOnSvまでの

線量範囲でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないという一般的な合

意がある。」としている。

一方、食品安全委員会の評価結果では、多数の疫学調査を検討した上で、「食
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品安全委員会が検討した範囲においては、放射線による影響が見いだされてい

るのは、通常の一般生活において受ける放射線量を除いた生涯における累積の

実効線量として、おおよそ lOOmSv以上と判断した。」 「lOOmSv未満の線量にお

ける放射線の健康影響については、疫学研究で健康影響がみられたとの報告は

あるが、信頼のおけるデータと判断することは困難であった。種々の要因によ

り、低線量の放射線による健康影響を疫学調査で検証し得ていない可能性を否

定することちできず、追加の累積線量として lOOmSv未満の健康影響について言

及することは現在得られている知見からは困難であった。 Jとされている。

2 放射線誘発がんの最小潜伏期間

山SCEAR2006年報告書では、 「固形がんについては、治療で照射された多く

の集団において被ばく後5年から 10年の問に過剰リスクがはっきり現れる。」

とされている。

また、 ICRPの 1990年勧告（Publication60）では、 「ヒトでは放射線被ば

く左がんの認知とのあいだの期間は多くの年月にわたって続く。この期間は潜

伏期と呼ばれる。潜伏期の中央値は誘発白血病の場合約8年、乳がんと肺がん

のような多くの誘発固形がんの場合はその2倍から 3倍のようである。最小潜

伏期は、被ばく後に特定の放射線誘発がんの発生がわかっているかまたは起こ

ったと信じられる最短の期間である。この最小潜伏期は、急性骨髄性白血病に

ついては約2年であり、他のがんについては5から 10年のオーダーである。

とされている。

第4 1莞脱がんのリスクファクター

がんの主な原因には生活習慣や慢性感染があり、年齢とともにリスクが高ま

るが、務脱がんには、放射線被ばく以外に、喫煙、芳香族アミン化合物（ベンジ

ジン等）・ヒ素化合物へのばく露、寄生虫感染（ビノレハノレツ住血吸虫）がリスク

ファクターとして知られている（由。

（注）参考文献
1 International Agency for Research on Cancer. IARC Monographs on the Evaluaticn of 

Care inコgemcRisks to Ht江nans, Vol. 1 llO, 1987 2014 Lyon, France. 
2 World Cancer Research Fund/American Institute for Cancer Research. Fccrl, Nutrition, 

Physical Activity, and the Prevention of Cancer: A Global Perspective. Washington, 
DC: AICR 207. 

3 International Agency for Research on Cancer IARC Handbooks for Cancer Prevention, 
Vol. 1-14, 1997 2011. Lyon, France 

第5 結論

今回検討した文献によれば、勝脱がんと放射線被ばくに関する現時点の医学

的知見について、以下のとおり取りまとめることができる。
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1 被ぱく線量について

勝脱がんを含む全固形がんを対象とした UNSCEAR等の知見では、被ばく線量

が 100から 200mSv以上において統計的に有意なリスクの上昇は認められるもの

の、がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法はおよそ lOOmSvまでの線量範囲

でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないとされている。

勝目光がんに関する個別の文献では、勝目'Jtがんの発症が統計的に有意に増加す

る最小被ばく線量を示す文献はなく、 UNSCEAR等の知見を覆すエビデンスは得ら

れなかった。

2 潜伏期間について

UNSCEAR等の知見では、固形がんの最小1倒夫期間について、 5年から 10年と

している。

勝目光がんに関する個別の文献では、放射線治療後から 5年以降で勝目売がんの

発症リスクに有意な増加が認められているものがある。

3 放射線被ばく以外のリスクファクター

勝目光がんには、放射線被ばく以外に、喫煙、芳香族アミン化合物（ベンジジ

ン等）などへのばく露がリスクファクターとして知られている。
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固副
勝脱がんに関する文献一覧

I. Grant EJ, Ozasa K, Preston DL, Suyama A, Shimizu Y, Sakata R, Sugiyama H, Pham 

1M, Cologne J, Yamada M, De Roos AJ, Kop郎防 KJ,Porter MP, Seixas N, Davis S 

(2012). Effects of radiation and lifestyle factors on risks of urothelial carcinoma in由e

Life Span S制dyof atomic bomb survivors. Radiat Res 178: 86-98. 

2. Ozasa K, Shimizu Y, Suyama A, K田agiF, Soda M, Grant EJ, Sakata R, Sugiyama H, 

Kodama K (2012). Studies of the mo此alityof atomic bomb survivors, Report 14, 

1950田 2003：田1overview of cancer and noncancer diseases. Radiat Res 177：・ 229-243.

3. Zelefsky MJ, Housman DM, Pei X, Alicikus Z, Magsanoc JM, Dauer LT, St Germain J, 

Yamada Y, Kollmeier M, Cox B, Zhang Z (2012). Incidence of secondary cancer devel-

opment af王erhigh-dose intensity-modulated radiotherapy and image-guided brachy-

therapy for the trea伽1entof localized prostate cancer. Int J Radiat Oncol Biol Phys 83：・

953-959. 

4. Brown AP, Neeley ES, Werner T, Soisson AP, Burt RW，白血eyDK (2010). A popula-

tion-based study of subsequent primary malignancies after endometrial cancer: genetic, 

environmental, and treatment-related associations. Int J Radiat Oncol Biol Phys 78: 

127-135. 

5. Bhojani N, Capitanio U, Suardi N, Jeldres C, Isbam H, Shari瓜 SF,Graefen M, Arjane P, 

Duclos A, Lattouf JB, Saad F, ValiquetteしMontorsiF, Perrotte P, Karakiewicz PI (2010). 

The ra匂 ofsecondary malignancies after radical prostatectomy versus ex臼malbeam ra』

diation吐1erapyfor localized pros同tecancer: a population-based study .on 17,845 patients. 

Int J Radiat Oncol Biol Phys 76: 342-348. 

6. Bostrom PJ, Soloway MSヲM叩 oharanM, Ayyathurai R, Samavedi S (2008). Bladder 

can印rafter radiotherapy for prostate cancer: detailed analysis of pathological features 

叩 doutcome a在erradical cystectomy. J Urol 179: 91-95. 

7. Millier AC, Ganswindt U, Bamberg M, Belka C (2007). Risk of second malignancies 

after prostate irradiationワStrahlentherOnkol 183：・ 605-609.

8. Liauw SL, Sylvester JE, Morris CG, Blasko JC, Grimm PD (2006). Second malignancies 

after pros旬tebrachytherapy: incidence of bladder and colorectal cancers in patients with 

15 years of potential follow-up. Int J Radiat Oncol Biol Phys 66：・ 669-673.

9. Shah SK, Lui PDラBaldwinDD, Ruckle HC (2006). Urothelial carcinoma a註erexternal 

beam radiation therapy for prostate cancer. J Urol 175: 2063-2066. 
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勝脱がんに関する疫学調査の概要 ロEゴ
原爆被爆者を対象にした疫学調査

番号 報告者 止 対象 調査方法

間LSS譜（がん雷擢車）

の 線量に る 潜伏期間に関する

路で百菅（注発で、目腎最生様孟Gすもyを高wると吉いがIW:-Lむ額ん原度ガ。

G「＇＂＇ら 2012 原蝿被蝿者 コホト

主四刊義時~：祭時の脚四器特内控で宅園醐2地1盆
なし なし

研究
105,402人
【追跡期間］
1958-2001年

ン子マ成棉分成の分10に倍中を性加
lま、過剰相対リスク（ERR/Gy，佐川

た子がて。も1の間0、寄0ほリ（与9スと5をん見クC鵠lど山立堕置、0生4しわ3た活ーら1う官な7え8慣か）でで等っ推たあの計aっ因し

えた鵠量．

2 Ozas呂ら 2012 原曝植蝿者 コホト

~6追対~~跡象，＜が1期者人ん間蝕死］］ 亡1
L年3るは1：勝揖か~過集脱（でら9剰5団2出抽：植のC凹んば，·対死年く~しリ1ま亡~たス：でり吃1者ク人ス追6の（クに跡；；のつ0し、R躍推過いた／Gに結定剰てy）お憧1果絶が9け5、対0 

なし なし
研究

1950-20凹年

もい析リ（9ス男て出はク女はC行；平E、わ0線A均れ~／量九てi.区~いな；分人なおでご年いあ、と勝ノっ。Gの脱たVリ）が（がスいんク1ず2にのれつ解

放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査

番号 A巴 方法 の に関する に関する情緒 備考
3 Zel巴fokyら 2012 

射前の畳立た棉けめ脚治た患に療が者放んを

コホト

議器i草
なし なし

研究

憧）

4 Be叩 nら 2010 相内鎌膜田が子ん宮串
SEER 

：憧［対9追1）：象跡、3年：者期5人＜，中数間，5央; 7人 米基6有のけ8た意園づ比73組（田いに：人者監て高／Eを、で視か）＝子追~っ控開宮凹跡た学脱内目（四連阻曲膿が%隔繋射ん目が間敏棉のん1査と治リの7期デ3ス掘縁←ー待クを者がタ搬畳に
なし なし

デタ
者 ペスに

基づくコ
ホト研

q九" 年

5 Bhoj'°iら 2010 前立患腺者がん デタ ［対象者数］ なし なし
由者 ペスに

掘1聞をt ＇追9対を~に8跡：畳席象～5期人け疾2間0た愚0】3愚由年者治の基づくコ
ホト研

究

かった（p=0.1)。

6 Bostromb 200R 自，，立闘がん 後ろ向き

前す歴人歴［対立るのの、象放放腺なあ者射射いがる世韓鵠者者ん】泊治：に41療療6 対

なし なし
のために放 コホート

射置鵠け治た患療者を
研究

人

［部99査2年対1象期間1
1 1月～
2006年5月

れていた。



7 Mullerら 2007 
前の立ため闘にが放ん 文ビュ献ーレ 1陣＂の0文年献代半ば以 前畳立けた腺患が者んにのおたけめるに二量次射が線ん治に療つを

なし 購脱出んの曜患の観察
数と期待数の比（O/E)

射畳韓け治た患療者を
いて、 19回年代半rt以陣の文献を は照射から5年以内が
調査。 1.0. 5～B年が1.3、B年

以降が1.5であった。

8 Li a山ら 2C06 前立闘がん 後ろ向き ［対象者数】 なし なし
のために融 コホート 348人

射畳綿け治た患曹者を
研宜

庁愛Z錦事h川司n捜法時崎i埠沼わ伸1盟Mせ店灸崎主争

～15年8か月であった。

9 Sh白hら 2006 野＂立膿がん 症リー刑ズシ ［対象者数】

診前勝し療（膜た脱立を断脱結畳を闘がが果畳けんがん、たけとん：前後た2にが5立愚に名対新闘者、中すた原のが1るに路1詰ん外発名上療の部生に皮両録照おしがて方を射いんい調のて治査

らもし
放路の射期上綿皮間治療終了後、原の放射線治 11倒の尿路上皮

がんの鈎詰4.0断4年まで
療上後皮がに原んを路

がん ！ま平 4年

l調990査4対0象°＇期年間1
(0.5～8年）であったe

発症し：た患
者

た．

i譲謀襲略五悪礎霊控ん

あった（平均4.04年）．
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喉頭がんと放射線被ばくに関する医学的知見について

第1 喉頭がんに関する文献レビュー結果

放射線誘発がんに関する疫学調査のうち、喉頭がんを個別に扱ったものは限

られる。また、原子搬す線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）は、医学

文献を部間IJに広範なレビューを行っているが、喉頭がんについては部位別の

レビューは行われていない。このため、「電滴勧丸射線障害の業務上外に関する検

討会Jでは、放射線治療後の二次がんの症例報告も含めて、医学文献のレビュ

ーを行った。

米国国立医学図書館（NationalLibrary of Medicine）が運営する文献検索シ

ステム印刷edを用い、放射線誘発がん（Neoplasms,Radiation-Induced [MeSH］）、

喉頭臆場（Laryngealneoplasms[MeSH］）、放射線、電離（Radiation, Ioniz-

ing[Mesh］）、疫学（epidemiology）、二次性・続発性（secondary）、有害効果（adverse

effects）、放射線の影響（radiationeffects）との用語を使用し、以下の条件

("Laryngeal Neoplasms" [Mesh]) AND (("Neoplasms, Radiation Induced I 

epidemiology"[Mesh] OR "Neoplasms, Radiation-Induced I second-

ary"[Mesh])) 

（九日ryngealNeoplasms" [Mesh]) 釧D ("Radiation, Ionizing I adverse 

effects" [Mesh] OR "Radiation, Ionizing I radiation effects" [Mesh]) 

("Laryngeal Neoplasms I epidemiology" [Mesh］）釧D "Radiation, Ioniz-

ing" [Mesh] 

を用いて、平成26年5月に文献を検索した。

上言Bti索によって抽出された文献のうち、放射線被ばくと喉頭がんの関連に

ついて明確な記述がないもの及び被ばく源としてラドンとその子孫核種のみが

考慮されている疫学研究を除いて、レビューの対象とした。

また、上記検索によって抽出された文献に引用等されている文献のうち、有

益と考えられるものをレビューの対象とした。

さらに、上記検索では抽出されなかったものの、放射線作業者を対象とした

有益な疫学調査である Mohnerら（2008年）の文献、及び、問SCEAR2006年報告

書で全固形がんのレビューに使用された喉頭がんについて記載がある文献もレ

ビ、ューの対象に加えた。

放射線被ばくと喉頭がんに関する疫学調査は、

①放射線作業者を対象とした疫学調査

②放射線診療を受けた，患者を対象とした調査

に大別される。

上記文献の概要を以下に示す。なお、今回レビ、ューした喉頭がんに関する文



献一覧を別添1に、各文献の概要を別添2に示す。

1 放射線作業者を対象とした疫学調査

文献 No.1 ドイツウラン鉱山労働者における電離放射線と喉頭がんのリス

ク（陣。hnerら， 2008)

旧東ドイツのウラン鉱山労働者における喉頭がんの 554件の症例とがん

登録されていない 929件の対照を比較したものである。外部被ばくと喉頭が

んリスクとの聞には一貫した傾向が認められない。

文献 No.2 スプリングフィールドにある燃料公社の施設で従事した労働者

の死亡率とがんの擢患率 1946年一1995年 CMcGeogheganら， 2000)

英国のスプリングフィールドにある燃来卜公社の施設でウラン燃料製造と

六フッ化ワランの生産に従事した 479,146人年を対象とした。 1995年末ま

でに、掛槻作業者のうち 3,476人、非放射線作業者のうち 1,356人が死亡

した。部位別がんでは、口腔・自国頭、喉頭がんで潜伏期間を2年、 10年、

15年及び20年とした場合、累積外部被ばく線量との有意な関連は見出せな

お、っTむ

2 放射線診療を受けた患者を対象とした調査

文献No.3 放射線治療後の喉頭に発症した悪性線維性組織球腫非典型的広

範転移をきたした 1例（Alessandriniら， 2009)

喉頭の扇平上皮がん（TlaNOMO）に対して放射線治療を受けた男性患者（治

療時 70歳）に、喉頭の悪性線維十主組織球腫が発生。病巣部の線量は、 1か

月にわたる治療の合計として 45Gyc出、放射線治療から纏療発生までの期聞

は5年で、あった。

（注） 論文中では45cGyと記載されているが、 45Gyの間違いと思われる。

文献 No.4 T1の声門がんに対して放射線治療を受けた患者における二次性

悪性新生物（Fujitaら， 1998)

Tlの芦門がんに対して放射線治療を受けた患者 158人を後ろ向きコホー

トとして調査した結果（追跡期間中刻直： 62.5か月）、 34人に 36例の二次

がんが見られ、そのうち 8例が頭頚部腫療で、あった。

上気道・消化管の二次がんについての観察数と期待数の比（O/E）は 5.53 

であった。

文献No.5 放射性誘発癌について（山下， 1984) 

良性疾患のために放射線治療を受けた患者 25,618例中 150例に誘発が

んが発生。うち 17例が喉頭がんで、被ばくより発症までの期間は 10～50
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年（平均27..2年）であった。

悪十生E重虜のために放射線治療を受けた 104,158例中 76例に誘発がんが

発生。うち 7{7tlが頭頚部腫蕩（喉頭がんを含むか否か明確な記載はない）

で、被ばくより発症までの期間は6～33年（平均 13.0年）であった。

文献No.6 喉頭がんの病因及び原因（Kaufmanら， 1997)

日侯頭がんの病因・原因に関する文献レビュー。放射線被ばくから喉頭が

ん発症までの期間はかなり長いことを指摘し、最小潜伏期間については、

根拠として下記の文献恥.7を引用している。

文献 No.7 喉頭がんに対して放射線治療を受けた患者における呼吸器官の

二次がんの調査（Lundら， 1982)

Tl、T2のl喉頭がんに対して放射線治療を受けた患者266人を後ろ向きコ

ホー卜として調査した結果、 10人（男性9人、女性1人）に喉頭・咽頭領

域の二次がんが見られた。病巣部の線量は 4511～7623rad（也、放射線治療

終了から二次がんと診断されるまでの期間は6～17年で、あったo

（注） 45. llGy～76.23Gy 

文献 No.8 咽頭冒喉頭及び甲状腺！こ生じた放射線によるがんのレビュー

(Goolden, 1957) 

頭部の放射線治療後に生じた咽頭がん、自侯頭がんの症例に関する文献レ

ピ、ュー。 H侯頭がんの症例として、過去の文献から 5例を紹介しており、放

射線治療開始からがんの診断までの期間は8～16年。

文献No.9 放射線治療した部位に後発的に生じた咽頭且喉頭がん（Holinge「

とRabbett, 1953) 

頭部リンパ節結核のために頚部に放射線治療を受け、その後、喉頭・咽

頭がんを発症した3名の症例報告。そのうち、 2例は咽頭のみ、 1例は咽

頭のイ山l侯頭にもがんが認められ、放射線治療からがんの診断までの期間は

30年であった。

第2 文献レピ、ユー結果のまとめ

1 被ばく線量に関するまとめ

放射線被ばくと喉頭がんについて、喉頭がんの発症・死亡が統計的に有意に

増加する最ノI、被ばく線量について言議された文献はない。

このことから、喉頭がんを含む全固形がんに関する解析に着目して、リスク
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が有意に増加する被ばく線量を確認することとする。

2 潜伏期間について

放射線治療から喉頭がんの発症まで、の時期について記載のある個別文献（文

献 No.3、5、7、8、9）があり、このうち放射線治療から喉頭がん発症まで

の期間は、 5年（文献No.3）から 50年（文献No.5）であった。

その他の文献には、放射線被ばくから喉頭がん発症までの潜伏期間に係る記

載のある文献はない。

第3 全国形がんに関する UNSC EAR等の知見

放射線被ばくと全固形がんの関連については、原子放射線の影響に関する国

連科学委員会（聞SCEAR）や、間SCEAR等の種々の知見に基づいて放射線防護に

関する勧告を行っている国際放射線F方護委員会（ICRP）が系統的なレビューを

行っている。山SCEAR及び ICRPは、これらの結果を踏まえ、数年ごとに報告書

を取りまとめており、その報告内容が全国形がんの情報として最も重要である。

一方、国内では、食品安全委員会が行った食品中に含まれる放射性物質に係

る食品健康影響評価（2011年 10月。以下「食品安全委員会の評イ面結果」とし寸。）

において、疫学調査の系統的なレビューが行われていることから、その結果も

参考となると考えられる。

これらを整理すると以下のとおりとなる。

1 全国形がんの有意なリスク増加が認められる最小被ぱく線量

四 SCEARは、 2006年に放射線発がんの疫学に関する報告書をまとめるととも

に、 2010年には低線量放射線IT,健康影響に関して、それまでの報告書の内容を

要約したものを発表している。これによれば、固形がんについて「100から 200則Gy

以上において、統計的に有意なリスクの上昇が観察される。 Jと述べている。

lOOmSv未満の被ばくによるがんのリスクの増加については、 ICRPが、 2007

年勧告で「がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法は、およそ lOOmSvまでの

線量範囲でのがんのりスクを直接明らかにする力を持たないという一般的な合

意がある。 Jとしている。

一方、食品安全委員会の評価結果では、多数の疫学調査を検討した上で、「食

品安全委員会が検討した範囲においては、放射線による影響が見いだされてい

るのは、通常の一般生活において受ける放射線量を除いた生涯における累積の

実効線量として、おおよそ lOOmSv以上と判断した。」 「lOOmSv未満の線量にお

ける放射線の健康影響については、疫学研究で健康影響がみられたとの報告は

あるが、信頼のおけるデータと判断することは困難で、あった。種々の要因によ

り、低線量の放射線による健康影響を疫学調査で検証し得ていない可能性を否
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定することもできず、追加の累積線量として lOOmSv未満の健康影響について言

及することは現在得られている知見からは困難であった。 j とされている。

2 放射線誘発がんの最小潜伏期間

間SCEAR2006年報告書では、 「固形がんについては、治療で照射された多く

の集団において被ばく後5年から 10年の問に過剰リスクがはっきり現れる。」

とされている。

また、 ICRPの 1990年勧告（Publication60）では、 「ヒトでは放射線被ば

くとがんの認知とのあいだの期間は多くの年月にわたって続く。この期間は潜

伏期と呼ばれる。潜伏期の中央値は誘発白血病の場合約 B年、乳がんと肺がん

のような多くの誘発由形がんの場合はその2倍から 3倍のようである。最小潜

伏期は、被ばく後に特定の放射線誘発がんの発生がわかっているかまたは起こ

ったと信じられる最短の期間である。この最小潜伏期は、急性骨髄性白血病に

ついては約2年であり、他のがんについては5から 10年のオーダーである。」

とされている。

第4 喉頭がんのリスクファクター

がんの主な原因には生活習慣や慢性感染があり、年齢とともにリスクが高ま

るが、自侯頭がんには、放射線被ばく以外に、現題、飲酒、酸性ミストなどへのば

く露がリスクファクターとして知られている（注）。

（、回参考文献

1 International Agency fo士 Researchon Cancer. IARC Monographs on the Evaluation of 

Carcinogenic Risks to Humans, Vol 1 110, 1987 2014. Lyon, France 

2 World Cancer Research FUnd/American Institute for Cancer Research. Food, Nutrition, 

Physical Activity, and the Prevention of Cancer: A Global Perspective. Washington, 

DC: AICR 2007. 

3 International Agency for Research en Cancer IARC Handbooks for Cancer Prevention, 

Vol. 1 14, 1997 2011. Lyon, France. 

第5 結論

今回検討した文献によれば、喉頭がんと放射線被ばくに関する現時点の医学

的知見について、以下のとおり取りまとめることができる。

1 被ばく線量について

日侯頭がんを含む全固形がんを対象とした山SCEAR等の知見では、被ばく線量

が 100から 200mSv以上において統計的に有意なリスクの上昇は認められるもの

の、がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法はおよそ 10〔mSvまでの線量範囲
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でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないとされている。

喉頭がんに関する個別の文献では、喉頭がんの発症が統計的に有意に増加す

る最小被ばく線量を示す文献はなく、山SCEAR等の知見を覆すエビデンスは得ら

れなかった。

2 潜伏期間について

間 SCEAR等の知見では、固形がんの最小潜伏期間について、 5年から 10年と

している。

喉頭がんに関する個別の文献では、放射線治療から 5年以降に喉頭がんが発

症している症例が認められているものがある。

3 放射線被ばく以外のリスクファクター

喉頭がんには、放射線被ばく以外に、喫煙、飲酒、酸性ミストなどへのばく

露がリスクファクターとして知られている。
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喉頭がんに関する疫学調査の概要
口豆コ

放射線作業者を対象とした疫学調査

番号 報告書 報告 対象 三．査方法 対吉良書等 結果の 親量L関する情報 漕怯期間に闘する情報 備考
1 Mohne「G 2ona ウラン鉱山 症例対照

んラに旧ンお5東5鉱け4ド件山イるのツ封喉由症働頭ウ者が

旧東ドイツのウラン鉱山労働者にお なし なし
労働者 研究 ける晴頭がんの554件の症例とが

ん畳録したさもれのてでいあなるい固9外29音件附の由対照を
比較 ぼくと

例、がん畳録さ 喉頭がんリスクとの聞には一貫した
れていない929 傾向が認められない。
件

2 McGeogheg•円ら 2cco 放者射線作業 コホト ウラン燃料製造 なし なし
研Z見 とプミフッ化ウラン

回生産に世事L
た者479,146人
年

放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査

番号 報告者 報告 対草食 調蚕玉E長 対象者等 ！援の 組量1』 る 聞に関する情報 備考
3 Alessa円dciniら 2009 紋射線治療 症例報告 喉頭の属平上庇 喉対顕して白曲馬射平線よ；台庄揮がをん畳（i1oNOMO)Iこなし 放射まで線t治症から腫晦尭 （；主）文献中では、

患者 癌に対して放射
者性（浩組機織時車JO韓）に、生喉。頭病すたの男悪性性患綿

生での期間5年 合計線量l剖 ScGy
綿i古蝿を里lすた と記載されている
男性患者 維 憶が尭 巣剖の線 ＂＇、正し＜ rま45Gy

畳し発ては生4、ま5~でyかGの刻月期、に肱間わ射はた線5る河' 治療の合計と
だと思われる．

治年療であかっらた瞳。晴

4 F"jit白ら 1998 放射線治療 1圭ろ向き 刊の声門がんに

Y上告E哨岬2回粒3毘叫円畑河山京；i~崎一~北L官L明7官4品L日liir~ 1一制つ湖い

なし なし
患者 コ研ホ究 ト 対をして畳放け射た線串治

揮者
158人（追跡搬問
中失値＇ 62.5か
月）

て5.5の3で観あ察っ数たと。期持散の比（O/EIは

5 山下 1984 放射線治離 一次がん 良性疾患のため

醐W山で～窓け抽畔た生，…駒剛醐田《軸出悶山た山：吋肱蜘7.2一4”：醐~OJJt/J/llll;l10で射6棚倉あ酎輔組ヲ合たζ融開品が開ん雪量

なし 被ぱくより発症までの
患者 疲1111の聾 に放射線治療を 期間10～50年（平均

百十 畳けた患者 27.2年）。
25,618婦のため
に放射線治療を
畳けた104.158

例

頭なが聞い発がは）ん生6でNを。、3う宮被3ち年むぱ＇，例か〈平よが否地り頭か1尭3頭明症0部確年ま腫な）でで記痛のあ離（期っ喉は

たD

6 Kdm•「＇＂ 1997 眠顕がんの 文献レ

喉献こてがとは頭レんをピ尭、が指担ニ症んL摘拠のましeとで病放、Lの畳因て射期小下線原間潜記抽因状はのばにか期文く関なか間献すりらにNる長喉0つ文7 い頭い

なし なし
構図・原因 ビュー
に悟る考曹

を引用している。

7 Lundら 1982 放射線治癌 佳ろ向き T1、T2の喉頭が T1、T2の喉頭がんL対して放射線 なし 放射線治療終了から (j'f)4511Gy～ 
患者 コホート んに対して放射 治療を置けた患者266人を後ろ向き ~がんと診断までの期 76.23Gy 

研究 線治療を畳けた コボートとして女訊性査1人した）に結噸果頭、10人 問6～17年
患者266人 （男性9人、 咽頭

積織の二次がんが見られた。病巣

剖射の輯j台量瞳は4511～7623rnd'回、抽
線 終了から二次がんと診断

されるまでの期閣は6～17年であっ
ナこ。

8 Goolden 1957 放射線治癌 文献レ 頭部の故射線治曙盈に生じた咽頭 なし 放射棉泊療開始からが
患者 ビュー

が献て診おん、り断レ過、ピ、ま放去喉斗で射一頭のの線。が文期喉治献ん間頭癌のかはが開症ら8ん始5例～例のか1に6を症ら年関紹例がす。介んとるししの文て

んの詰断までの期間8
-16年
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9 HollcgocとR•bbett 1953 患放射者韓治療 症例報告
頭曜部を畳に！放すた射患線者治

鍛償一日醐問＇）￥~樹f齢山~~一者r倒ーLかは町~~.. ＂＇らがお岨：即a頴診配1 断

なし 喉頭にがんが認められ
た1例について．曲射線

3人 治療からがんの詰断ま
での期間四年

までの期聞は30年であった固
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肺がんと放射線被ばくに関する医学的知見について

第1 肺がんに関する原子放射線の影響に関する国連科学委員会報告書及び最近の

文献レピ、ユー結果

放射線被ばくによる肺がんについては、これまで種々の医学文献が存在し、

原子放射線の影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）が、これらの医学文献を

部位別に広範なレビューを行い、その結果を 2006年報告書に記載している。

「電離放射線障害の業務上外に関する検討会Jでは、その内容を妥当と判断

した。さらに、同報告書には含まれていない最近の医学文献のレビューを行っ

た。

1 UNSGEAR2006年報告書における肺がんの要約

山SCEAR2006年報告書附属書 Aでは、原爆被爆者、医療で高線量の被ぱくを

受けた方、及びマヤックの高線量被ばく労働者のデータでは、肺がんのリスクに

ついて、低LET放射線の外部被ばくとの関係が示されている。

イfl;線量で長期に渡る被ばくに関する多くの研究では、肺がんに関して線量一

反応関係はみられないが、とれは統計的検出力に限界があるためかもしれない。

2 肺がんに関する最近の文献のレピ、ユー

米国国立医学図書館（NationalLibrary of Medicine）が運営する文献検索シ

ステムPubMedを用い、放射線誘発がん（Neoplasms,Radiation-Induced [MeSH］）、

肺腫疹（LungNeoplasms[MeSH］）、ラドンを除く（NOTRadon[MeSH］）、疫学

(epidemiology）、二次性・続発性（secondary）との用語を使用し、以下の条件

( ( (("Neoplasms, Radiation-Induced/epidemiology" [Mesh] OR "Neoplasms, 

Radiation-Induced/secondary" [Mesh]))) AND "Lung Neoplasms" [Mesh]) NOT 

"Radon" [Mesh] 

を用いて、 2006年以降の文献を平成26年5月に検索した。

上記検索によって抽出された文献のうち、既発表データからのリスク評価のみ

の文献、メタアナリシスを含まない文献レビュー等を除外してレビューした。

放射線被ばくと肺がんに関する疫学調査は、

① 原爆被爆者を対象とした疫学調査

② 放射線作業者を対象どした疫学調査

③ 放射線診療を受けたd患者を対象どした調査

に大別される。

上記文献の概要を以下に示す。なお、今回レビューした締がんに関する文献

一覧を別添1に、各文献の概要を別添2に示す。



(1) 原爆被爆者を対象とした疫学調査

文献 No.1原爆被爆者の組織型別の肺がん発生に関する放射線と喫煙の影

響（Egawaら， 2012)

LSS集団の 105,404人について 1958～1999年の追跡をした結果、肺が

んの発症者は 1,803人であった。組織型別の発症者は、腺がん636人、扇

平上皮がん3.30人、小細胞がん 194人であった。 3つのタイプの肺がんと

もに、喫煙及び放射線の有意なリスクの増加が認められた。到達年齢 70

歳の過東片目対リスク（ERR）は、小細胞がん 1.49/Gy (95%CI: 0. 1-4. 6）、

腺がん 0.75 /Gy (95%CI: 0. 3-1. 3）、扇王手上皮がん 0.27/Gy (95%CI: 

0. 0 1. 5）であった。

(2) 放射線作業者を対象とした疫学調査

文献 No.2ポーツマスの海軍造船所における肺がんリスクと電離放射線被

ばくに関するコホート肉症例対照調査（Yii nら， 2007)

交絡因子として性、放射線管理状況、現煙、社会的な状況、出生コホー

ト、有機溶剤、アスベストに注目して、肺がんリスクと外部被ばくとの関

係、について、ポーツマス海軍造船所の作業者を対象に症例対照研究を行っ

た。 1952～1992年のポーヅマス海軍i割記庁の就労者37,853人の中の肺が

んによる死亡者（症例群）は 1,097人で、あった。

年齢をマッチング、した 3,291人を対照群（非肺がん）とし、条件付きロ

ジスティック回帰分析を行った。肺がんのリスクは、職業被ばく線量と弱

い関連が認められ、対数線形モデノレを仮定した場合の lOmSvでのオッズ、比

(OR）は、 l.02 (95%CI: 0. 99ー1.04）で、線形モデ、／レを仮定した場合の

過剰相対リスク（ERR）は l.9悦／lCmSv(95出CI:-0. 9-6. 6首／lOmSv）であった。

文献 No.3核燃料加工施設の作業者の肺がん死亡率（Richardsonら，2006)

1947～1974年に雇用された就労者 3,864人を対象に、 1990年まで調査

した。

111人が肺がんで死亡している。累積被ばく線量の増加とともに肺がん

死亡率が増加する傾向が見られた。 lOmSv当たりの肺がん死亡率の増加率

は、 0.55%であった。 35歳以下の被ばくは関連がみられず、 35～50歳及び

50歳以上の職業被ばくが肺がん死亡率に関連がみられた。

線量ど肺がんの発症の関係は、外部被ばくと内部被ばく線量の推定に不

確定要素があるとともに、放射線以外の発がん物質に関する作業者の情報

が不足しており、明らかでない。

文献 No.4 ウランガス拡散工場の作業者の肺がん死亡率凶コホート研究
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(Figgsら， 2013)

1952～ 2003年にパデューカウランガス拡散プラント（PGDP）で就労して

いた6,820人の作業者を対象に分析した。全死亡者 1,674人中、 147人が

肺がんによる死亡であった。ロジスティック及び比例ハザードモデルを用

いて分析した。

427. 63町 em以上の外部被ばく線量及び就労期聞が11.84年以上の作業

者群に、肺がんリスクの上昇が認められ、肺がん死亡は、被ばく線量の増

加及び就労期間に関係している。

肺がん死亡者は、ヒ素、ニッケル、その他の化学物質の取扱業務にも従

事していた。人種、性、年齢を調整の上、低被ばく（427.63mrem以下）

を比較基準として求めたオッズ比（OR）は、中被ばく（427.63 -1096. 25町 em)

で1.30 (95略CI: 1. 00 1. 80）で、高被ばく（1097.25mrem以上）で 1.12 (95% 

er: o. 86 i. 53）で、あったo 就労期間を調整したオッズ、比（OR）は、中期

間就労者（3.5~11. 8年） 1. 6 (95出CI:0. 7-3. 2）、長期就労者（11.8年以

上） 1. 9 (95%CI: 1. 1 3. 4）であったo

文献 No.5 アメリカの超ウラン及びウラン関連作業者の放射線被ぱくと中

皮腫に関する分析（Gibbら， 2013)

ウラン及び超ウラン元素を取り扱う作業者について、特定死因死亡比

(PMR）及び特定部位がん死亡比（PCMR）を算出した。アメリカの労働安全

衛生生命表解析システム（OccupationalSafety and Heal th Life Table 

Analysis System）のデータを標準データとした。気管、気管支、肺がん

による死亡は 35人で、特定死因死亡比（PMR、1.16 (95%CI：・ 0.81 1. 62)) 

及び、特定部位がん死亡比（PC眠、 0.87 (95%CI: 0. 60-1. 18））ともに有意な

増加傾向は認められなかった。

(3) 放射線診療を受けた患者を対象とした調査

文献 No.6 限局性前立腺がんに対する根治的前立腺摘除後及び外照射療

法後の二次性悪性臆傷の率： 17,845人の患者についての集団ベースの研

究（Bhojaniら， 2010)

カナダケベック州の医療保険データベースを用い、根治的前立腺摘除術

（対象8,455人）あるいは外照射放射線治療（9,390人）を受けた前立腺

がん患者について、原疾患の、治療から 60ヶ月（5年）以降に診断された二

次がんを分析したところ、根治的前立腺摘除群に対する外照射方局す線治療

群の肺の二次がんのハザード比は、 2.0 （「0.004）となり有意であった。

文献 No.7 SEERがん登録における乳がんの放射線治療後の二次固形がん



(Berringtonら， 2010)

米国の監視疫学遠隔調査データ（「SurveillanceEpidemiology and End 

Results Program」、以下同じ。）を用いて、 1973～2000年に乳がんと診断

され、 5年以上生存した 182,057人の女性における二次がん症例について、

放射線治療などとの関係、を調査した。 2005年末までに（追跡期間中央値

13.。年） 15, 498人が二次がんを発症し、そのうち肺がんは外科療法と放射

線療法をともに受けた群で814人、外科療法だけを受けた群に l,387人含

まれていた。

放射線療法で1Gy以上の線量を受けた部位の群（肺を含む）では手術＋

放射線治療群の二次性肺がんに関する標準化擢患比（SIR）は L21 (p<O. 05) 

と有意に増加した。また、同群の肺がんの相対リスク（RR）は 1.38 (95~ CI: 

1. 26 1. 51）と有意に増加し、照射と同側の肺がんでは 1.54 (959 CI: 

1. 36-1. 75）と対側118 (95出CI:1. 02-1. 35）に比べ有意に増加した。

文献 No.. 8 乳がんの放射線治療と喫煙が原発性二次肺がんのリスクに与

える影響（Kau骨nanら， 2008)

1965～1989年に診断され、米国コネチカット州腫療登録に登録された

女性乳がん患者を対象に、コホート内症例対照研究が行われた。症例群は、

乳がんの外科手術を受けた後に放射線治療を受けた患者で、診断から 10

年以上経過後に肺がんを発症した患者 113人で、対照群は、年齢、乳がん

診断年、生存期間を症例とマッチさせたd患者364人とした。乳房切除後の

放射線治療（P取りと喫煙が二次肺がんに与える影響が解析された。

喫煙及び欽酒の影響を調整した上で後の放射線治療が肺がんに与える

影響を示すオッス、比（OR）は 1.2 (95見CI:0. 8 2. 0）となり、有意ではな

かったが、乳がんと同側の肺がんに着目した場合、オッズ比（OR）は 1.9 

(95%CI: 1. 1 3. 4）で有意となった。

文献 No.9 小児がん生存者におけるその後の癌腫のリスク 小児がん生

存者研究からの報告（Bassalら， 2006)

小児がん生存者研究（ChildhoodCancer Survivor Study）の一環とし

て、 1970～1986年に21歳未満でがんと診断され（乳房、甲状腺、皮膚を

除く）、 5年間以上生存していた患者 13,136人を対象に、米国の監視疫学

遠隔調査データを用いてその後の悪性腫蕩を調べた。

二次性のがんが合計71人確認され（診断時年齢の中央値27歳、経過年

数の中央値 15年）、そのうち、肺がんは4人であった。二次由市がんの4

人はすべて放射線治療を受けており、その二次性肺がんはいずれも照射里子

のものであったo
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一般集団を基準とした肺がんの標準化擢患比（SIR）は 3.1 （何回er:
1. z, 8. 2）であったが、方践す線治療を受けた患者に角勃庁を限定した場合、

肺がんの標準化億患比（SIR）は4.7 (95同er:i. s 12. 5）となったO

文献 No.10 化学放射線療法が成功したステージ II Iの非小細胞肺がん患

者における原発性二次がん（Kawaguchlら， 2006)

我が国での調査報告。国立病院肺がん研究グ、ループが有するデータベ

ースを用い、 1985～1995年にステージ IIIの非小細胞肺がんで化学放射

線療法を受け、その後3年以上疾患を発症しなかった患者62人の情報を

解析した。

原発性の二次がんである肺がんを発症したのは、 2人で、治療からそれ

ぞれ5.6年と 7.9年であった。地域がん登録のデータを用いて期待数を計

算し、観察数と期待数の比（O/E）を算出した場合、その比は全がんで 2.8 

(95出CI:1. 3-5. 3）、肺がんで 4.0 (95出CI:0. 4-7. 2）などとなった。二

次がんリスクは治療後の時間経過とともに有意に増加した（治療7年後以

降では、 5.2倍）。

第2 文献レビュー結果のまとめ

1 被ぱ〈線量に関するまとめ

放射線被ばくと肺がんについて、間SCE四2006年報告書においては、原爆被

爆者や放射線治療患者のリスクについて、外部被ばくとの関係、が記載されてい

るが、肺がんの発症・死亡に関して統計的に有意な増加が認められる最小被ば

く線量は記載されていない。

個別文献では、乳がんと診断された患者における放射線治療後の二次がん症

例について検討したもの（文献No.. 7）において、肺を含め、 1Gy以上の線量を

受けた臓器に関して、二次性の肺がんの標準化権患比（SIR）が有意に増加したと

されている。

この文献を含め、肺がんの発症・死亡が統計的に有意に増加する最小被ばく

線量について記載されたものはない。

このことから、肺がんを含む全固形がんに関する解析に着目して、リスクが

有意に増加する被ばく線量を確認することとする。

2 潜伏期間について

UNSCEAR2006年報告書には、肺がんの潜伏期間について特段の記載は見られな

し、。

個別文献において、潜伏期間について記載したものはなかった。
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第3 全固形がんに関する UNSC日R等の知見

放射線被ばくと全国形がんの関連については、原子放射線の影響に関する国

連科学委員会（凹SCEAR）や、山SCEAR等の種々の知見に基づいて放射線紡護に

関する勧告を行っている国際放射線防護委員会（ICRP）が系統的なレビューを

行っている。日ISCEAR及び ICRPは、これらの結果を踏まえ、数年ごとに報告書

を取りまとめており、その報告内容が全固形がんの情報として最も重要である。

一方、圏内では、食品安全委員会が行った食品中に含まれる放射性物質に係

る食品健康影響評価（2011年 10月。以下「食品安全委員会の評価結果jという。）

において、疫学調査の系統的なレビューが行われていることから、その結果も

参考となると考えられる。

これらを整理すると以下のとおりとなる。

1 全固形がんの有意なリスク増加が認められる最小被ばく線量

間 SCEARは、 2006年に方崩す線発がんの疫学に関する報告書をまとめるととも

に、 2010年には低線量放射線の健康影響に関して、それまでの報告書の内容を

要約したものを発表している。これによれば、固形がんについて「100から 200回旬

以上において、統計的に有意なリスクの上昇が観察される。j と述べている。

lOOmSv未満の被ばくによるがんのリスクの増加については、 ICRPが、 2007

年勧告で「がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法は、およそ lOOmSvまでの

線量範間でのがんのリスクを直接明らかにする力を持たないという一般的な合

意がある。 Jとしている。

一方、食品安全委員会の評価結果では、多数の疫学調査を検討した上で、「食

品安全委員会が検討した範囲においては、放射線による影響が見いだされてい

るのは、通常の一般生活において受ける放射線量を除いた生涯における累積の

実効線量として、おおよそ lOOmSv以上と判断した。」 「lOOmSv未満の線量にお

ける放射線の健康影響については、疫学研究で健康影響がみられたとの報告は

あるが、信頼のおけるデータと判断することは困難で、あった。種々の要因によ

り、低線量の放射線による健康影響を疫学調査で検証し得ていない可能性を否

定することもできず、追加の累積線量として lOOmSv未満の健康影響について言

及することは現在得られている知見からは困難であった。 j とされている。

2 放射線誘発がんの最小潜伏期間

間SCEAR2006年報告書では、 「由形がんについては、治療で照射された多く

の集団において被ばく後5年から 10年の聞に過剰リスクがはっきり現れる。 j

とされている。

また、 ICRPの 1990年勧告（Publication60）では、 Iヒトでは放射線被ば
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くとがんの認知とのあいだの期間は多くの年月にわたって続く。この期間は潜

伏期と呼ばれる。潜伏期の中央値は誘発白血病の場合約8年、乳がんと肺がん

のような多くの誘発固形がんの場合はその2倍から3倍のようである。最ノj、潜

伏期は、被ばく後に特定の放射線誘発がんの発生がわかっているかまたは起こ

ったと信じられる最短の期間である。この最小潜伏期は、急性骨髄性白血病に

ついては約2年であり、他のがんについては5から 10年のオーダーである。 j

とされている。

第4 肺がんのリスクファクター

がんの主な原因には生活習慣や慢性感染があり、年齢とともにリスクが高ま

るが、肺がんには、放射線被ばく以外に、喫煙、石綿、ベリリウム、コールタ

ーノレ及びシリカなどの鉱物又は化学物質などへのばく露がリスクファクターと

して知られている問。
（注）参考文献
1 International Agency for Research on Cancer. IARC Monographs on the Evaluation of 

Carcinogenic Risks to Hunans, Vol. 1 110, 1987 2014. Lyon, France. 
2 World Cancer Research Fund/ Amen can Institute for Cancer Rese町 ch.Food, Nutrition, 

Physical Ac ti vi ty, and the Prevention of Cancer. A Global Perspective. Washington, 
D~ ： AICR 2007. 

3 International Agency for Research on Cancer IARC Handbooks for Cancer Preventicn, 
Vol. 1 14, 1997 21011. Lyon, France. 

第5 結論

今回検討した文献によれば、肺がんと放射線被ばくに関する現時点の医学的

知見について、以下のとおり取りまとめることができる。

1 被ばく線量について

肺がんを含む全固形がんを対象としたUNSCEAR等の知見では、被ばく線量が

100から 200mSv以上において統計的に有意なリスクの上昇は認められるものの、

がんリスクの推定に用いる疫学的研究方法はおよそ lOOmSvまでの線量範囲での

がんのリスクを直接明らかにするカを持たないとされている。

肺がんに関する個別の文献では、月市がんの発症が統計的に有意に増加する最

小被ばく線量を示す文献はなく、 UNSCEAR等の知見を覆すエビデンスは得られな

かったO

2 潜伏期間について

UNSCEAR等の知見では、固形がんの最小潜伏期間について、 5年から 10年と

している。

肺がんに関する個別の文献では、潜伏期間について記載されたものはなかっ
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た。

3 放射線被ばく以外のリスクファクター

肺がんには、放射線被ばく以外に、喫煙、石綿、ベリリウム、コーノレタール

及びシリカなどの鉱物又は化学物質などへのばく露がリスクファクターとして

知られている。
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肺がんに関する疫学調査の概要 口亙ヨ
原爆被爆者を対象とした疫学調査

番号 報告者 告年 対象 調査方法 対 等 の 曲醤I-関する情報 潜伏 個に関する情報 惜考
E伊w•ら 2012 原爆植爆者 コホト

1対05象.40者4人融CLSS)
なし なし

研究
【追跡期間】
1958-1999年

ん0.27/Gy(95帖 m 0.0-1.s＞であっ
た．

放射線作業者を対象とした疫学調査

番号 報告書 報告年 ~w 制査方法 対象者等 結果の植要 親量に関する情報 潜伏期間に関する情報 惜考
2 y；；，ら 2007 米国ボ毎軍ー造ツ コホト 【封章者世｝ なし なし

マス海軍 内照症研例究対

者聞；肺：5にの：が7雇う～人んち用1、死9、対さ9症亡2れ照年餌）た群由船所由軍属

（非.09怖7人がん）群

3,291人

［追跡6年期末間まl 
199 で

o. た9潮9－合1.0の4過）で剰、棺綿封形リモスデクル（EをR恒R）宜rtし

1.9首／1OmSv(95%m -0.9『

6.6%/10mSv）であった。

3 Rloh目rdsonら 2006 

段米シクリー骨国ッ州曲テジオネ者桔施
内コ照症ホ研例究対ト

［封章者世｝ なし えまし
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4 F;gg，ら 2013 米国ウラン コホト 【対象者数】 1952～2003年101；デュカウラン なし なし

場ガス白拡骨散働工者 研~－コ 6【1追82跡0人期間］
ガス拡散プランi-(PGOP）で就労し

ホー卜向 ていた6,820人田作業者を対量に
症例対照 1952年9月～ 分析した．圭死亡者1674人中、
研究 2003年12月の間 147人が肺がんによる死亡であっ

l二6か月以上就 た固ロジスティック且び比例ハザー
労した者を2004 ドモデルを用いて分析した。
年末まで追跡 427.63 mcom以上白外部被ばく線

量及び就骨期間が11.84年以上白

作が認業者め群に、肺肺ががんん死リス亡クlまの．上昇
られ、 植ば〈

線量の増加且ぴ就労期間に関慌
しているE

肺がん死亡者は、ヒ章、ニッケル、

そ世の事他してのい化た学．物人質種の、性取拒、年業齢種をlo詞も

豊の上、低被ぱく（427.63m•em以
下比）を比較基準として求めたオッズ

(OR）は、中被ぱく（427.63-
1096 25mcom）で1.30何時CI,1.00-
1.80）で、高植li((1097.25m•邑m 以

上あ比っ：0でた~固）1就は2（労、95中期同期聞C間1を0就調8骨6整－者1し5た（：オ5で～ ッズ

11.B年）1.6(95%m o.7-3.2）、長期
就労者（11.B年以上） 1.9 (95%CI, 1.1 
-3.4）であったE

5 Gibbら 2013 米国超ウラ コホト 【対象者鞍1 ウラン及び超ウラン冗棄を取り扱う なし なし

ンウラン畳 研究 329人 作業者について．特定死因死亡比
録（USTUR) (PMR）及び特定部位がん死亡比
に畳揖され (PCM同を算出した。アメリカの卦働
ている世働 宜主衛生生命表解析シスすム
者 ( Occ"P'tio"'I S•fety '"d H,,lth 

Lデ気＂＇ーe管Tタ玉aをb、l棉e肺A準がnデaんlyーに，；，タよSとるyしs克tたe亡:) の気官、
は35人

で、特定死因究亡比（PMR、
1.16(95拍 Cl:0.81-1β2））及び特定
部位がん死亡比（PCMR、
0.B7(95%CI• 0β0-1.18））ともに有意
な増加傾向は認められなかった。

放射線診療を受けた患者を対象とした疫学調査

番号 告者 告 対象 調査方法 封象者等 結果的概要 韓量に関する情報 潜抗期間に関する情報 備考

6 Bhoj'"iら 2010 前立腺がん E療慢強 ［対象者数1 カナダケペック州のi;[！車保険デー なし なし

田車者 データ 17,845人 タベースを用い、担治的前立腺摘

ベ基ーづスくコに
【追跡期間］ 除荷（封象8,455人｝あるいは体外
1983～2003年目 照射放射輔治暗（9,390人）を畳け

ホート研

摘愚問射Iま担線除者に原治怖を官対在を療的畳象前車あけ田立るもた放腺、

た前立腺がん患者について、原疾
宜 患の治暗から60ヶ月（5年）以降に診

断された二車がんを分析したとこ

ろ、根自射治放的射前8立腺摘除1の群肺にの対二す2る
外照 射鵠治需群 次
がんハザード比l立、 2.0(p"0.004）と
なり有意であった。

7 Bmiogtoo de 2010 乳がん；台復 SEER ［対象者数］ 米軍監視症学遠問調査デタ 1 a，以上田綿量を畳 なし

Gonz日Jezら 桂、5年以上 デタ 18追＇i057人 (S＂刊号 ill日『＇ceEpidemiology a吋 けた部位の群（肺を吉

生存し者た女 ベースに ［ 跡期間］ End Rest』ltePrng"m、以下問じ。） む）では手楠＋放射輯

性患 基づくコ 1978～2005年ま を用いて、 1973～20凹年に乳がん ，台需群の二次性柿が

ホート研 で追跡し、平均 と診断され.5年以上生存した んに関するSIRIま1.21

究 は13年 ん18症2,0例57に人っのし女性における二次が (p<0.05）と有意に増加

、て、放射.2線00治5年揮3など した。また、同群の肺
との関揮を調査した。 末ま がんのRRIま1.38

で！こ（追跡期間中央値13.0 (95%CI• 1.26-1.51)と
年）15,498人が二次がんを発症し、 有意に増加し、照射と
そのうち肺がんは外科暗法と曲射 間｛側の肺がんでは

1.54(95弛CI:1.36-
1.75）と対側1.1B 
(95%CI• 1.02-1.35) IO 
比べ有意に増加した。

同群の肺がんの相対リスク（RR)

は1.38(95%m1.26-1.51）がとん有で意はに
増加し、照射と両側田肺
1.54(95弘Cl• 1.36-1.75）と封制1.18
( 95%CI• 1.02-1.35）に比べ有意に
増加したロ
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8 K'"fmenら 2008 
融をが射畳ん線け車た描者乳揮

腫曙畳録 【対象者散】 19'5～1989年に診断され、米居コ なし なし
を用いた

乳肺ががんん静を尭断症陸しに
ネテカット州瞳曙畳韻に畳録され

コホート た女性乳がん患者音対象に、コ

向照症研例究対

（ ）なり

なん（9かに5%っ着CたK目1がし1、た4乳場4が）合でん、有とオ意同ッズと側な比のっは柿た1が回.9 

9 Bassalら 20C6 小児がん患 コホト ［対象者散］ 小児がん生存者研究（Ch;dh。吋 なし 立し
者 研究 13,136人（1970 C•nW S,<V;,oc St,dy）由一環とし
(ch;ldhood 

症～原1尭）98が6ん年をの尭聞にCancer 
Survivor 
St,dy) ［追跡期間］

2002年11月まで

10 ＂＇納 eg,ohlら 2006 ス7 ジ回 日本町参 ［対象者拙］ 我が屈での翻査報告固自立荊続肺 なし なし

の非が小細胞 加施設の 62人（1985～ がん研寛グループが有するデタ

肺者 んの愚 フォロー

組5食時｝｛~~ 報むア等ッデプを情吉タ

ベース！こ
基づ〈コ
ホー究ト研

た。経7二年過次能とが以ともん降にリで有スはク意、は5に2泊増倍申加）。挫しの時間 たむ合
療
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傍脱がん・喉頭がん・肺がんと放射線被ばくに関する

医学的知見に係る用語解説

0見出し語は欧文で始まるものはアノレファベット順、和文は五十音順で配列。

O司は参照先を示す。

1 C I （信頼区間・ ConfidenceInterval) 

95出CI （または 90判CI)などと表現され、統計学において、平均値、割合、比などの真

の値が、その範囲に存在する可能性が高いと考えられる区間のことです。例えば、 90首

信頼区間が 1.03-1. 81であるとは、 1.03-1. 81の範囲に真の値がある可能性が高い（10

回のうち 9回はEしし、）とし寸意味になります。

2 G y （グレイ）

放射線をある物質に当てた場合、その物質が吸収した放射線のエネルギー量を表す吸

収線量の単位です。

3 M e S H (Medical Subject Headings) 

米国国立医学図書館（NLM）が採用する統制語辞書。 MeSHを使うことで、同じ概念が

文献によって異なる用語で表現されていても、一貫性をもって検索することが可能にな

ります。

4 Odds （オッズ） ※ 1 ) 

ある事象が発生する確率の発生しない確率に対する比。例えば、 100人の集団におい

て、ある疾患を発症した者が 20人であった場合、発症のオッズは0.2/(1 0.2) =0.25 

です。

5 p ( p値：確率値 probabilityvalu巴）

調査や実験において、差や比として観察された結果が偶然に生じ得る確率のことで、

一般的にp値が 5%未満（ pく0.05）であれば、その結果は偶然に生じたものではないと

判断されます。例えば、被ばく集団のがん死亡率が非被ばく集団よりも高いどきに、統

計学的検定の結果、 p値が 0.02た、ったとすれば、そのような違いが偶然に生じる確率は

却しかないので、観察された違いは偶然によるものではない、すなわち被ばく集団のが

ん死亡率は非被ばく集団よりも「統計的に有意j に高いと判断されます。

6 PM  RT (postmastectomy radiation therapy) 

乳房切除後に、胸壁再発を予防するとともに二次的遠隔転移を予防することによる生

存率の向上を図るために行う放射線治療のことです。
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7 P u b Me  d (1＼フ、メド）

米国立医学図書館が運営する文献検索サービスであり、医学分野で世界最大の文献デ

ータベース（MEDLINE）へアクセスできます。

8 r a d （ラド）

Gy （グレイ）の｜日単イ立 1 Gy二 10 Orad 

9 r em  （レム）

Svシーベルト）のIB単位 1Sv=1 0 Orem 

10 S EE  R (Surveillance, Epidemiology, and End Results) 

1971年に公布された米国がん法（NationalCancer Act）により、がん対策に必要な

データを収集、分析、普及する仕組みとして、人口の 10%程度をカバーする地域がん登

録の連合体として発足したものです。 SEERは、国立がん研究所（NCI)のプログラムです。

11 s v （シーベルト）※ 2)

放射線防護の目的に用いられている放射線量の単位。種々の放射線に被ばくした際、

線量の合計は各放射線の物理的線量（単位はグレイ）にそれぞれの放射線の生物学的な

影響の強さに対応する係数を掛けて合計します。ガンマ線の場合、係数は 1なので

1Sv=1 Gyとなります。

12 TN M分類 ※3) 

国際対がん連合（UnioInternationalis Contra Cancru皿， UICC）による、がんの進行

の程度を示す病期（ステージ）分類です。下記の 3項目によって決められ、これらのT、

N、M因子による表記の仕方です。

－がんがどとまで、広がっているか（T)

・所属リンパ節への転移の程度（N)

－別の臓器への転移の有無（M)

（例） T 1声門上がん－声門上部にとどまっているがんのことです

13 異型度 ※4) 

ある細胞の形が正常な細胞とどのくらい異なっているかを示す度合いのことです。正

常であれば同じような形の細胞が整然と並んでいますが、がん細胞やその前の段階の細

胞は形がゆがんでいたり、細胞内の核が大きくなっていたりします。このような細胞の

「顔つき」の違いを異型度と呼び、がん細胞の悪性度の目安としています。一般に腫療

の悪性度（ふえやすさ、広がりやすさ）に関連しています。

14 イメージガイド下の小線源療法

放射線治療の方法の 1つで、 X線や超音波の画像で確認しながら、がんの部位に小さ

な放射線源を直接挿入するものです。例えば、前立腺がんに対しては、超音波の画像で
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がんの部イ立を確認しながむ筒状の針を刺入し、その針を通し、放射線源を挿入します。

15 疫学調査

人の集団を対象とし、疾病の原因と思われる因子と疾病との関連を調べる調査。放射

線被ばくと発がんとの関連については様々な疫学調査が行われていますが、性別・年齢・

線量の多様性、データの信頼性という観点から、原爆被爆者を対象とした疫学調査が、

特に重視されています。

16 オッズ比（OR,odds ratio) 

異なる二つの条件に対して求めたオッズの比。放射線発がんについて言えば、放射線

を被ばくした集団に対するオッズと、被ばくしていない集団に対するオッズの比として

表されます。

17 過剰絶対リスク（EAR,Excess Absolute Risk）※ 2) 

放射線被ばく集団における疾病の発生率や死亡率から、放射線に被ばくしなかった集

団における疾病の発生率や死亡率（自然リスク）を引いたものです。

18 過剰相対リスク（ERR,Excess Relative Risk）※ 2) 

相対リスクから調査対象となるリスク因子がなくても発生する部分（すなわち 1）を

ヲ！し、たもので、相対リスクのうち、調査対象となるリスク因子による過剰な部分をいい

ます。

（過剰l相対リスク＝相対リスク 1) 

19 観察数と期待数の比（O/E,Observed/Expected)

擢患の発症に関して O/Eが1より有意に大きければ、基準となる集団あるいは条件

に比べて、発症のりスクが高いことを意味します。

20 原子放射線の影響に関する閏連科学委員会（UNSCEARラUnitedNations Scientific Comm-

ittee on the Effects of Atomic Radiation) 

1950年代初頭に頻繁に行われた核実験による環境影響および人間への健康影響を世界

的に調査するために、国際連合は 1955年 12月に、原子放射線の影響に関する国連科学

委員会を設立しました。大気圏内核実験の縮小に伴い、同委員会は、調査対象を放射線

に係わる人類と環境への重要事項すべてとし、国連総会に報告を行うとともに、適宜詳

細な報告書を刊行しています。内容は、自然放射線、人工放射線、医療被ばくおよび職

業被ばくからの線量評価、放射線の身体的・遺伝的影響とリスク推定に関する最新の情

報を総括したものです。一連の報告書は、放射線被ばくとその影響に関する科学的知見

をまとめたものとして、国際機関や各国政府の重要な情報源となっています。

21 光子（こうし）※5)

光量子ともいい、量子論で光を粒子と考える場合の名称で、素粒子の一つです。光の
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振動数に相当したエネノレギーと運動量を持つ粒子のように振る舞います。光がi皮と考え

られた時代からその粒子性が解明される段階で、光子（光量子）と呼ばれるようになり

ました。

22 国際原子力機関 (IAEA, Int巴mationalAtomic Energy Agency) 

1957年に発足した原子力の平和利用を進める国際連合（由連）傘下の国際機関です。

安全対策では、原子炉施設に関する安全基準をはじめとする各種の国際的な安全基準・

指針の作成及び普及に貢献しています。

23 国際放射線防護委員会 (ICRP,International Commission on Radiological Protection）※3) 

専門家の立場から放射線防護に関する勧告を行う非営利、非政府の国際学術組織。国

際放射線医学会議が 1928年に設立した国際エックス線ラジウム防護委員会（IXRPC）が、

1950年に改組・改称されたものです。 ICRPは主委員会と 5つの専門委員会（放射線の影

響、放射線の線量、医療における放射線防護、委員会勧告の適用、環境の防護）からな

ります。 ICRPが出す勧告は国際的に権威あるものとされ、国際原子力機関（IAEA）の安

全基準や世界各国の放射線障害防止に関する法令の基礎とされています。

24 固形がん

胃がん、大腸がんなどのように、塊を作るがんの総称。固形がんではないもの、すな

わち塊を作らないがんとして、白血病などの血液のがんがあります。

25 コホート肉症例対照研究

コホート研究として追跡されている人々の中から、症例と対照を選定するタイプの症

例対照研究。具体的には、コホートの中で着目する疾患などにかかった者を特定し、そ

れらの者と性別や年齢などの条件が同じで、疾患にはかかっていない者をコホートから

抽出して、ばく露要因などに差があるかどうかを遡って精査します。

26 子孫核種（しそんかくしゅ）※ 5)

ある放射性核種が放射性壊変することによって新しく生成された核種、すなわち壊変

生成物のこどで、この壊変生成物を壊変前の核種の子孫核種といい、壊変前の核種を親

核種といいます。

27 寿命調査（LSS,Lif<己SpanStudy) 

広島・長崎の原爆被爆者に対する放射線の影響を調べるために、 （公財）放射線影響

研究所が実施している追跡調査。 1950年の国勢調査で広島・長崎に住んでいたことが確

認された人の中から選ばれた約 94,000人の被爆者ど、約 27,000人の非被爆者から成る

約 12万人の対象者を、その日寺点から生涯にわたって追跡調査しています。

28 線形モデル

統計学において、変数問の関係を式で表したものをモデルと呼び、ある変数（目的変
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数）が別の変数（説明変数）の一次式として表現される場合に、線形モデルと呼びます。

29 潜伏期間（潜伏期）

被ばくしてから身体に疾病などの影響が現れるまでの期間です。

30 線量反応（dose-response)

放射線の量（線量）によって、観察事象の発生（すなわち反応）がどのように変化す

るかを、数式やグラフなどで表したものです。放射線発がんに関する疫学調査では、通

常、過剰相対リスクや過熱絶対リスクを反応の指標とします。

31 相対リスク（RelativeRisk, RR）※ 3) 

ある健康影響について、非被ばく集固と比較して被ばく集団のリスクが何倍になって

いるかを表すもので、相対リスクが 1であれば、放射線被ばくによってリスクが上昇し

ていないことを意味します。このとき、過剰相対リスクはゼロとなります。

（相対リスク＝被ばく群の発生率・死亡率／非被ばく群の発生率・死亡率）

32 対数線形モデル

統計モデルにおいて、対数をとった時に線形モデルとして表現される関係式のことで

す。

33 超ウラン元素

天然に存在する最も重い元素はワラン（原子番号92）までですが、原子核反応を利

用してウランより大きな原子番号をもっ元素を人工的に作ることができます。この原子

番号が 93以上の元素を総称して超ウラン元素といいます。超ウラン元素は、ウランに

中性子が吸収されたり、加速器によって原子核同士を衝突合体させると生成されます。

原子力発電所の使用済み燃料にも多量に含まれています。

34 低LET放射線

電離放射線が物質中を通過する際、飛程の単位長さ当りに平均して失うエネルギーを

線エネルギー付与（LET,Linear Energy Transfer）と呼び、 LETが低い放射線を低LE 

T放射線ど呼びます。各種放射線の内、エックス線、ガンマ線は低LET放射線、アルフ

ァ線、中性子線、その他重荷電粒などは高 LET放射線に分類されます。

35 ハザード比（hazardratio) 

疾病の発生や死亡といったイベントに着目したとき、ある時点でそのイベントが発生

する確率をハザードと呼びます。イベントの起こりやすさを、二つのグループ（例えば、

放射線を被ばくした集団と被ばくしていない集団）の陪で比較するために、ハザードの

比をとったものがハザード比です。
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36 比例ハザードモデル

疾病の発生や死亡といったイベントに着目した解析において、特定の因子がある場合

とない場合のハザード比が、時間に関係なく一定であるとするモデル。様々な因子がイ

ベントの発生に関係する場合に、それぞれの因子の作用を個別に評価するために用いら

れます。

37 標準化擢患比（SIR,Standardized Incidence Ratio) 

疫学調査において、二つの集団における疾病の発生の頻度を比較するとき、年齢、性

別等頻度に強く影響を与える因子については、あらかじめ分布を揃えておく必要があり

ます。標準化擢患比は年齢構成に着目して、ある集団にあてはめて基準集団における擢

患率と比較するために用いられます。標準化擢患比の計算は次のように行し、ますて。

(1）当該集団の年齢層の区分けを基準集団に合わせ、各年齢層の人口を算出する。

(2）それぞれの年齢層の人口に、基準集団の対応する擢患率をかけて年齢層ごとの

期待擢患数を算出し合計値を計算する。

(3）期待催患数に対する実YJlU擢患数の比が「標準化擢患比Iとなる。

38 芳香族アミン

ベンゼンその他の芳香族炭化水素の誘導体とみなされるアミンをいいます。 （ベンジ

ジンを含みます。）

39 メタアナリシス

個別の調査では十分な検出力が得られないときに、独立に行われた複数の調査の結果

を統合して解析する手法です。

40 陽子線

陽子は水素の原手核で、プラスの電荷を帯びています。電気の力で陽子を加速したも

のが陽子線です。

41 累積擢患率（るいせきりかんりつ）

ある年齢までにある病気と診断される確率（ただし、その病気と診断されるまでは死

なないという仮定のもとでの確率）。例えば、 O～ 64歳累積催患率とは、 64歳までに、

その病気と診断される確率として用いられます。

42 ロジスティック回帰分析

特定の疾患などの発生に、どのような因子が関係するかを調べるための分析手法の一

つで、それぞれの因子がリスクをどの程度高めるかを、オッズ比で表すことができます。

※ 1) : William Anton Oleckno. “用語集”．しっかり学ぶ基礎からの疫学一Basic

Learning and Training”．東京，株式会社南山堂， 2012年， p.324 
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※2) ：公益財団法人放射線影響研究所放射線影響研究所用語集より抜粋改編

(http: //www. rerf. or. jp/ glossary /index. html) 

※ 3) ．国際対がん連合（UnioInternationalis Contra Cancrum, UICC）より抜粋改

変

(http: I /Wll四 uicc.org/resources/tnm)

※4) ：独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター がん情報サービ

ス（http://ganjoho. jp/publ ic/index. html) 

※5) ．原子力百科事典ATOMICAより抜粋改編

(http://www.rist.or.jp/atomica/) 
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